
税税税税税税税税税税税の公平性
納期限内に税を納付された人と納付されな

かった人の不公平をなくし税の公平性を保

つために、町では法律に基づき滞納処分を

行ないます。

自主納付
納税本来の姿は、定められた納期限までに

自主的に納付していただくものです。町税

を滞納すると納税の催告のため費用がかか

り、納付していただいた町税を有効に活用

することができません。納期限内の自主納

付にご協力ください。

滞納処分
文書や電話、訪問による再三の催告にもか

かわらず納税相談や納付がないときは、法

律に基づき大切な財産（不動産・動産・債

権（給料・生命保険など））を差し押さえし、

換価して、滞納町税にあてます。

町
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付
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。
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・
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滞
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代
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場
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る

　

本
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偶
者
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父
母
、

祖
父
母
、
子
、

偶
者
、
父
母
、　

祖
父
母
、
子
、
孫孫

行政サービス等が制限される項目

 町有財産の貸付に関すること1

 物品等の購入に関すること2

 工事の請負に関すること3

 業務の委託に関すること4

 一般競争入札及び指名競争入札の参加資格、登録に関すること5

 せり売り参加資格に関すること6

 不用品の売払いに関すること7

 まちづくり活動支援事業に関すること8

 身障者運転免許取得補助事業に関すること9

 人にやさしい家づくり補助事業に関すること10

 健康で安心して暮らせるまちづくり事業に関すること11

 重度身体障害者タクシー料金助成事業に関すること12

 生活支援ハウスの利用に関すること13

 野菜生産農業経営者種苗・堆肥等購入事業助成金に関すること14

 大家畜特別支援資金利子補給に関すること15

 農漁業近代化資金利子補給に関すること16

 農園の使用許可、承認に関すること17

 町営牧場の利用に関すること18

 瀬棚港旅客施設の売店及び食堂の使用許可に関すること19

 町営住宅の入居に関すること20

 特定公共賃貸住宅の入居に関すること21

 指定給水装置工事事業者の指定に関すること22

 公共下水道排水設備指定工事店の指定に関すること23

 公共下水道排水設備工事責任技術者の登録に関すること24

 漁業集落排水設備指定工事店の指定に関すること25

 奨学資金貸付に関すること26

申請から事務手続きの流申請から事務手続きの流れれ

行政サービスの申請（納税確認同意書提出）

納税状況の確認

滞納あり滞納無し

納税誓約・分割納付申請の有無

誓約等なし

申請許可

申請許可

誓約等あり

履　行 不履行

納税相談の実施

相談に応じる 応じない

不許可

申請許可 不許可

不許可履　行 不履行

誓約書提出 誓約せず

革

革革

革

革革

革革

革革

革革

革革

革革 革

革革 革

革 革

問い合わせ／●本庁税務課徴収係殺０１３７－８４－５１１１
　　　　　　●瀬棚総合支所総務税務課税務係　殺0137-87-3311
　　　　　　●大成総合支所総務税務課税務係　殺01398-4-5511

6広報せたな
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　世帯内の後期高齢者医療制度加入者の方全員の「お医者さんにかかったときの自己負担額」

と、「介護保険のサービスを利用したときの利用者負担額」の１年分の自己負担額を合算した

金額が、「介護合算算定基準額（下表）」を超えると、超えた分が高額介護合算療養費として支

給されます。

　支給額は、後期高齢者医療制度と介護保険で支払った自己負担額の割合に応じて、それぞれ

の保険者から支払われます。

　■問い合わせ先／　●北海道後期高齢者医療広域連合　殺０１１－２９０－５６０１
　　　　　　　　　　●役場本庁保健福祉課高齢者医療係殺 ０１３７－８４－５１１１
　　　　　　　　　　●瀬棚総合支所保健福祉課高齢者医療係殺 ０１３７－８７－３３１１
　　　　　　　　　　●大成総合支所町民福祉課高齢者医療係殺０１３９８－４－５５１１ 

給申請手続き旧　
　支給の対象となる方へは、１２月下旬に申請手続きの

ご案内をいたします。

　ただし、平成２０年４月から平成２１年７月の間に町外

から転入された方や７５歳に到達された方等の場合、以

前の医療保険や介護保険での自己負担額証明書とと

もに役場高齢者医療係へ申請が必要です。

興「高額介護合算療養費」の申請について

況後期高齢者医療制度又は介護保険の自己負担額のいずれかが０円の場合は対象となりません。

況支給額が、５００円未満の場合は支給されません。

況所得区分は、毎年７月３１日現在の窓口負担割合が適用されます。

介  護  合  算  算  定

基　　　準　　　額
区　　分

６７万円(８９万円)現役並み所得者

５６万円(７５万円)一　　　般

３１万円(４１万円)区分Ⅱ
住民税非課税世帯

１９万円(２５万円)区分Ⅰ

　通常、毎年８月からその翌年の７月末までの医

療保険と介護保険の自己負担額の合計をもとに

計算します。

　なお、平成２０年４月から制度が開始されたた

め、平成２０年度に限り、平成２０年４月から平成２１

年７月末の１６か月間の合計額で計算することが

できます。その場合の自己負担額の合計の基準

額は、（　　）内の金額です。

煙現役並み所得者：住民税の課税所得が145万円以上ある加入者（被保険者）とその方と同じ世帯に　

　　　　　　　　　いる加入者（被保険者）の方です。

煙住民税非課税世帯

　　区分Ⅱ：世帯全員が住民税非課税である方に適用されます。

　　区分Ⅰ：世帯全員が住民税非課税である方のうち次のいずれかに該当する方に適用されます。

　　　　　　帰世帯全員が所得0円かつ公的年金受給額80万円以下の方

　　　　　　帰老齢福祉年金を受給されている方

後期高齢者医療制後期高齢者医療制度度 のお知らせ


